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第１章　計画策定にあたって

１　計画策定の趣旨

⑴　策定の趣旨

急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化の中で、本市
が永続的に活気にあふれ、一人一人の子どもが健やかに成長できるまちであり
続けるためには、総合的に子育て支援対策を図り、男女がともに、家庭を築き、
子どもを生み育てることに夢を持てる環境づくりを社会全体で進めることが必
要となります。
国においては、子どもを生み育てやすい環境を整備するために、平成24年制
定の「子ども・子育て関連３法」に基づき、平成27年度から子ども・子育て支
援新制度を実施し、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援の量
的拡充及び質の向上を図っています。
本市においても、子ども・子育て支援法及び次世代育成支援対策推進法に基
づき、子ども・子育て支援に関する総合的な計画として、平成27年３月に「鹿
児島市子ども・子育て支援事業計画」（第一期）を策定し、様々な施策の推進
に取り組んできたところです。
このような中、国は、「ニッポン一億総活躍プラン」などに基づく働き方改
革や待機児童解消に向けた保育の受け皿整備、「新しい経済政策パッケージ」
に基づく幼児教育・保育の無償化など、取組の充実を図っています。
このようなことから、本市においても、妊娠・出産期から切れ目ない、子ど
も・子育て支援に関する総合的な計画として、「第二期鹿児島市子ども・子育
て支援事業計画」を策定します。

⑵　計画の位置づけ

この計画は、子ども・子育て支援法第61条に基づく子ども・子育て支援事業
計画及び次世代育成支援対策推進法第８条に基づく市町村行動計画として策定
します。
また、母子保健の分野については、計画の対象、策定の趣旨・内容が市町村
行動計画に包括されることから、この計画を母子保健計画としても位置づける
こととします。
なお、効果的効率的な施策推進の観点から、地域福祉、障害者福祉等に関す
る他の計画と連携し、整合性を図ります。
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２　計画の対象・期間

⑴　子どもの範囲

　この計画における子どもとは、18歳未満の者をいいます。
（子ども・子育て支援法第６条第１項に掲げる子ども）

⑵　計画の対象となる者

　この計画は、子ども自身はもとより、その家族、地域、学校、企業、各種
団体など社会全体を対象とします。

⑶　計画の対象とする分野

　この計画の対象とする分野は、福祉、保健、教育、医療、労働、住宅、都
市計画、生活環境など子育てにかかわる社会のあらゆる分野とします。

⑷　計画期間

　この計画は、令和２年度から令和６年度までの５か年計画とします。
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